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－２０１３年度基本要求回答交渉－
行政補助員制度の研究を真剣に行ったのか？抜本的な見直しを求める！
～過重労働を撲滅するために必要な人員配置、総合的メンタルヘルス対策の推進を！～

自治労県職労は12月26日、2013年度基本要求回答交渉を行いました。

当局の回答は例年と同様、前例踏襲で、現行の制度や運用に固執した内容となっています。たとえば、前期の最終交渉における行政補助員制度の抜本的見直し要求について、当局は課題認識を確認し、今後の制度研究を約束しましたが、真剣に研究がされたのかと疑わざるを得ない、まったく納得のいかない回答でした。

しかし、今後も自治労県職労は、最終交渉まであきらめることなく、多くの課題が一歩でも前進するよう、引き続き改善を求めていきます。
自治労県職労の主な発言

○人員要求、過重労働の撲滅について

・児童相談所や生活保護担当の福祉職は、ケースの増大に較べて職員が少ない。また、福祉施設も余裕のあるシフトは組めないので、一人休んでしまうと、そこに他の職員を配置しなければ、業務運営ができない状況。１か月近くも休みなしで働いている職員もいる。人員増を求める。

・県税事務所でも人員削減が行われる一方で、臨任・非常勤職員の配置が増えている。年休が取得できない、昼休みさえ確保できない職員もいる。仕事が減らない中での人員削減は大きな問題だ。

・ぎりぎりの人数で仕事を回している実態がある。現場の職員は忙しすぎて、じっくり考える余裕はなく、新たな発想が生まれてこない。許認可の申請数は増えているのに、人員は削減されている。

・昨年度、年間1,000時間を超える残業をした職員が9人いる。なぜそんなに働かせているのか、理由を聞きたい。埼玉県ではその上司が処分されたそうだが、神奈川県ではどういう対応をしたのか、再発防止策を考えているのかを問いたい。
・県労連賃金確定交渉の中で当局は、「人員の削減目標ありきではない。仕事の見直しを徹底する。」と回答した。削減するというのであれば、その積算根拠を示せ。
○メンタルヘルス不全対策、労働安全衛生について

・メンタルヘルス対策への産業医の積極的な関与についてどう考えているのか。状況がまったく進展していない。職場復帰プログラムの積極的な取り込みを提案したが、検討している様子が見られない。

・職員が運転する庁用自動車について、使用する職員が危険を感じる場合は、早急に更新するよう求める。命にかかわる重大な問題だ。

・労働安全衛生上の基準では、湿度は40～70％と定められている。特に冬季は乾燥が激しく、風邪の原因ともなるので、基準が守られているか、管理しなければならない。時間外においても労働安全衛生法は遵守しなければならない。冷暖房の稼働を求める。

○行政システム改革について

・県税事務所では、横浜と保土ヶ谷が統廃合され、自治会館に移転するという再編案が示されているが、県民の利便性が図れるのか、極めて疑問に思う。

・本庁組織の再編については、現場から、いろいろな問題があるとの声が寄せられている。

・緊急財政対策における見直しの内容は、現場の実態と乖離している。

・県の財政が厳しいというから、職員は賃金カットに協力したのである。こんな時に、なぜ本庁組織の再編をやろうとするのか、職員にも県民にも説明できないだろう。財政状況が好転するまで待てばよい。
・行政改革には職員の理解が必要で、早め早めの情報提供を行うという話だったが、実行されていない。

○行政補助員問題、非常勤等職員の課題について

・前期の最終交渉の中で約束した、”行政補助員制度の問題について研究した成果”を見せてほしい。今年度末で雇用期間が満了する行政補助員の雇用が確保できる制度を強く求める。
・行政補助員が配置されている職場のＧＬから、制度の見直しをしてほしいという声が寄せられている。誰にでもできる仕事ではなく、行政補助員の経験に頼っている実態があると言う。

・行政補助員に障害者手帳の管理をしてもらっている。専門的な仕事であり、3年という年数のみで区切るのは非効率である。

・県税事務所においても、行政補助員・非常勤職員なくして仕事は回らない。

・臨任の次の雇用までの空白期間をなくしてほしい。空白期間が20日ほどあり、仕事に支障が出ている。

・行政補助員として3年働き、能力と経験が備わっている人が、同じ職場では採用できないという制度はおかしい。公正透明な部分のみが優先されてしまうのは問題だ。募集にかかる経費の問題も考えるべきである。

・新たな再任用制度は今後、県労連の場で議論していくことになるが、できる議論からしていくことを求める。

○ノーマライゼーション課題について

・障害者権利条約の批准に伴い、雇用主は、障害のある人が障害のない人と同じように働くことができる環境整備をしていくことになる。法定雇用率を守ってさえいればよいということではない。

・加齢による障害の重度化、二次障害に対応した、職、人事異動、通勤等に配慮した人事制度の確立に向けた労使協議を求める。

・災害時等に安全に避難できるよう、すべての庁舎において階段に手すりを設置してほしい。

＜第2回＞県労連退職手当交渉

当局、国準拠の一点張りー12月27日ー
　県労連は12月27日、退職手当の見直しについて、当局と第2回目の交渉を行いました。

　冒頭、芹沢県労連議長は、「退職手当の見直しについては、従来から国の枠組みの中で整理してきたが、今回は減額幅が大きいこと、また、4％給与抑制への協力を踏まえた中での対応を要請してきた。本日は、実情を踏まえた幹事団の発言を中心に進めたい。」と発言し、交渉に入りました。
県労連幹事団の主な発言

・今回の退職手当の見直しは、率にして14.9％、金額にして402.6万円という大幅な引き下げであり、また、4％の給与抑制を踏まえれば、金額を精査しないわけにはいかない。

・民間との比較で言えば、公務員の勤続年数は民間より長く、35年以上が多数であると思う。単純な比較はできないはずである。

・現場の職員は、当局の提案に納得できないでいる。賃金を4％も削減されて、すべての職員が影響を受ける退職手当の大幅な減額。職員のモチベーションをどう考えるのか。賃金も退職手当も下げるけど、がんばって働けと言うのか。
・職場では溜息が大きい。退職後の生活設計をどうするか、住宅ローンや教育費をどうまかなっていくのか。これは、定年間際の職員だけでなく、若年層を含めた全職員にかかわる問題と捉えている。お互いに納得のできる内容を示してもらいたい。

・当局は年度内の2013年3月1日実施を提案しているが、前回の退職手当の水準見直し交渉では、約半年程度を要して十分な交渉・協議が行われており、今回の大幅な削減提案は同程度以上の期間が必要である。

・妥結後に十分な周知期間が必要。
・現段階でも来年度以降の実施としている県がある。年度内の実施はあまりにも乱暴であり認められるものではない。少なくとも、実施を1年先送りするのが誠意ある対応である。再考を求める。
・早期退職制度の拡充については、政令が定められていないため、国の制度が明らかになった段階で改めて交渉したいと当局は提案しているが、退職手当制度とは密接に関係している内容であるから、現段階で県としての考え方を明確に示すべきである。
・「雇用と年金の接続」問題についても、定年後の生活水準確保という点で、退職手当水準と不可分なものと言える。県当局として使用者責任に基づく明確な方向を示すべきである。
これに対し、労務統括官は、「退職手当の見直しについては、これまでも国に準拠して行ってきた。実施時期を来年度にすると、県民の理解が得られない。」と回答。

県労連議長は、「4％給与抑制の協力を当局はどう判断しているのか。あらためて総合的な判断を求める。職員がモチベーションを維持できるだけの、県の独自性について工夫していただきたい。」と発言。次回交渉に向けて再考するよう強く要請し、第2回の交渉を終了しました。

今回の退職手当交渉は、県労連2012賃金確定闘争で確認された「国の動向を踏まえ引続き話し合う」ことに基づくもので、賃金確定闘争の一環として取り組まれるものです。したがって、退職手当交渉の妥結にあたっては、既に県労連として統一行動を配置しながら大綱妥結した「財政協力」を含む妥結水準とあわせ、総合的に判断して行われるものと考えます。
県当局は、退職手当削減を制度問題でなく、「緊急財政対策の一環」と主張してくる可能性もありますが、既に大綱妥結で「財政協力」が確認されており、これ以上の協力は認められません。

そうした中で、今回、統一行動を別に配置することは、先の賃金確定闘争と切り離した単独課題で交渉を組むことにつながると考えられるため、「退職手当交渉は2012賃金確定の大綱妥結水準に含め総合的に判断するもの」という県労連の姿勢を示すため、あえて、今回、別に統一行動を配置せず、交渉の展開を図っていくこととしました。

県労連退職手当交渉日程（予定）

☆ 1月10日（木）13時～　　　　支部代交渉

☆ 1月16日（水）13時～　　　　幹事団交渉

☆ 1月23日（水）13時30分～　 幹事団交渉
（機関待機交渉）
緊急要請署名にご協力を！
「神奈川の原子力を考える」学習会

■日時：1月24日（木）18時30分～

■会場：かながわ労働プラザ4階第3会議室
（ＪＲ「石川町駅」北口下車徒歩3分）
■内容：

第一部／ストッププルトニウム神奈川連絡会総会

第二部／講演：神奈川の原子力＝空母と核燃料工場の危険性を考える

講師：山崎久隆さん（たんぽぽ舎）
　☆参加ご希望の方は、組合事務所まで


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































